
労働安全衛生法 

（昭和四十七年六月八日法律第五十七号） 

最終改正：平成二三年六月二四日法律第七四号 

（安全衛生推進者等）  

第十二条の二  事業者は、第十一条第一項の事業場及び前条第一項の事業場以外

の事業場で、厚生労働省令で定める規模のものごとに、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、安全衛生推進者（第十一条第一項の政令で定める業種以外の業種の事業

場にあつては、衛生推進者）を選任し、その者に第十条第一項各号の業務（第二十

五条の二第二項の規定により技術的事項を管理する者を選任した場合においては、

同条第一項各号の措置に該当するものを除くものとし、第十一条第一項の政令で定

める業種以外の業種の事業場にあつては、衛生に係る業務に限る。）を担当させな

ければならない。  

 

（健康診断）  

第六十六条  事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師によ

る健康診断を行なわなければならない。  

２  事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働

省令で定めるところにより、医師による特別の項目についての健康診断を行なわなけ

ればならない。有害な業務で、政令で定めるものに従事させたことのある労働者で、

現に使用しているものについても、同様とする。  

３  事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働

省令で定めるところにより、歯科医師による健康診断を行なわなければならない。  

４  都道府県労働局長は、労働者の健康を保持するため必要があると認めるときは、

労働衛生指導医の意見に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、事業者に対

し、臨時の健康診断の実施その他必要な事項を指示することができる。  



５  労働者は、前各項の規定により事業者が行なう健康診断を受けなければならない。

ただし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行なう健康診断を受けることを希望し

ない場合において、他の医師又は歯科医師の行なうこれらの規定による健康診断に

相当する健康診断を受け、その結果を証明する書面を事業者に提出したときは、こ

の限りでない。  

 


